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証券コード 3490
（発送日）2026年５月13日

（電子提供措置の開始日）2026年５月7日
株 主 各 位

（本店所在地） 埼玉県川口市戸塚二丁目12番20号
（東京本社） 東京都千代田区丸の内一丁目６番２号

株 式 会 社 ア ズ 企 画 設 計
代表取締役 松 本 俊 人

第37回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
さて、当社第37回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）について電子提供

措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイトに記載しておりますので、以下のウェブサイトにアク
セスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

■ 当社ウェブサイト
https://www.azplan.co.jp/irinfo/irstockinfo/irmeeting/

上記ウェブサイトにアクセスいただき、ご確認ください。

また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、下記ウェブサイトにも掲載しております。

■ 東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「アズ企画設計」又は「コード」に当社証券コード「3490」
を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄より
ご確認ください。

なお、当日ご出席されない場合は、インターネット又は書面（郵送）によって議決権を行使することができま
すので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、2026年５月27日（水曜日）午後５時30分までに議決
権を行使してくださいますようお願い申しあげます。
[インターネットによる議決権行使の場合]
当社指定の議決権行使ウェブサイト（https://evote.tr.mufg.jp/）にアクセスしていただき、本招集ご通知と

あわせてお送りする議決権行使書用紙に表示された「議決権行使コード」及び「パスワード」をご利用のうえ、
画面の案内にしたがって、議案に対する賛否を上記の行使期限までにご入力ください。
インターネットによる議決権行使に際しましては、後記の「インターネットによる議決権行使のご案内」をご

確認くださいますようお願い申しあげます。
[書面（郵送）による議決権行使の場合]
議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、上記の行使期限までに到着するようご返送くださ

い。
敬 具
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記
１．日 時 2026年５月28日（木曜日）午前10時 (受付時間 午前９時30分)
２．場 所 東京都千代田区丸の内二丁目５番２号 三菱ビル10階

コンファレンススクエアエムプラス「ミドル１＋２」
３．目 的 事 項

報 告 事 項 １. 第37期（2025年３月１日から2026年２月28日まで）事業報告、連結計算書類並び
に会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件

２. 第37期（2025年３月１日から2026年２月28日まで）計算書類報告の件
決 議 事 項
第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役４名選任の件

４．招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）
(1)書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表示がない

場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。
(2)インターネットにより複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われた議決権行使を有効なものと

してお取り扱いいたします。
(3)インターネットと書面（郵送）により重複して議決権を行使された場合は、到着日時を問わず、インタ

ーネットによる議決権行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。
以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い
申しあげます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記の各ウェブサイトにおいて、その旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。
◎会社法改正により、電子提供措置事項について上記の各ウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認いただくことを原則とし、基準日ま
でに書面交付請求をいただいた株主様に限り、書面でお送りすることとなりましたが、本株主総会においては、書面交付請求の有無
にかかわらず、一律に電子提供措置事項を記載した書面をお送りいたします。
なお、電子提供措置事項のうち、次の項目につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、お送りする書面には記載して
おりません。
① 事業報告の「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況」
② 連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」
③ 計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」

したがいまして、当該書面に記載している事業報告、連結計算書類及び計算書類は、会計監査人が会計監査報告を、監査等委員会が
監査報告書を作成するに際して監査をした対象書類の一部であります。
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1.

2.

株式会社アズ企画設計

議 決 権 の 数
議 決 権 の 数

基準日現在のご所有株式数

株 主 総 会 日

××××年××月××日

XX 個

御中株式会社アズ企画設計
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

※議決権行使書用紙はイメージです。

見 本

こちらに議案の賛否をご記入ください。

「賛」の欄に〇印

「否」の欄に〇印

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

議案

全員賛成の場合

全員反対する場合

一部の候補者に
反対する場合
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議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申
しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

インターネットで議決権を
行使される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提
出ください。

次ページの案内に従って、議案の賛
否をご入力ください。

議決権行使書用紙に議案に対する賛
否をご表示のうえ、切手を貼らずに
ご投函ください。

日 時 行使期限 行使期限

2026年５月28日（木曜日）
午前10時（受付開始:午前９時30分）

2026年５月27日（水曜日）
午後５時30分入力完了分まで

2026年５月27日（水曜日）
午後５時30分到着分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内

・インターネット及び書面（郵送）の両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使として
お取り扱いいたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使
としてお取り扱いいたします。

・書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があった
ものとしてお取り扱いいたします。
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1.

2.

議 決 権 の 数
議 決 権 の 数

基準日現在のご所有株式数

株 主 総 会 日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

　

インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを
入力する方法

議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワードを入力する
ことなく、議決権行使サイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://evote.tr.mufg.jp/

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

議決権行使書用紙に記載のQRコードを読み取ってください。1

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

○○○○○○○

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。3

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

※操作画面はイメージです。

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・仮パスワード」
を入力しクリックしてください。

2

「ログインID・仮パス
ワード」を入力

「ログイン」を
クリック

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 ヘルプデスク
0120－173－027

（通話料無料／受付時間 ９:00～21:00）

見 本

見 本
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株主総会参考書類

第１号議案 定款一部変更の件
1 提案の理由
将来における戦略的資本業務提携やM&A、事業領域の拡充等に備え、現行定款第２条（目的）につきま

して、事業目的を追加するものであります。また、事業目的の追加に伴い、号数を繰り下げるものであり
ます。

２ 変更の内容
変更内容は次のとおりであります。

（下線は、変更部分を示します。）

現行定款 変更案

（目的）

第２条 （条文省略）

(１)〜(17) （条文省略）

（新設）

（18）（19） （条文省略）

（新設）

（目的）

第２条 （現行どおり）

(１)〜(17) （現行どおり）

（18）インターネットメディア及びウェブサイトに

係るコンテンツの企画、デザイン、制作、運営及

び管理

(19) (20) （現行どおり）

２ 当会社は、前項に定めるところに加え、前項各号

の事業を営む会社の株式又は持分を保有することに

より、当該会社の事業活動を支配及び管理すること

を目的とする。
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第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件
当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）は、2025年５月29日開

催の当社定時株主総会において選任いただいた５名のうち、相馬剛氏は昨年の12月31日付けで辞任し、松
本俊人、惠実幸、小尾誠、吉田和司の４氏が本総会終結の時をもって任期満了となり、任期満了により退
任される吉田和司氏を除く取締役３名の改選と経営体制の強化を図るため、１名の新任候補者を含め、取
締役４名の選任をお願いするものであります。
なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社の
株 式 数

１
まつ もと とし ひと
松 本 俊 人

（1960年４月９日）
【再任】

1993年 ５月 当社代表取締役社長
2023年 ５月 当社代表取締役社長執行役員（現任）
2025年 ９月 ㈱富士ホーム代表取締役（現任）

536,000株

２
めぐみ さね ゆき
惠 実 幸

（1971年６月９日）
【再任】

1994年 ４月 大倉建設㈱（現㈱大倉）入社
2000年12月 ㈱エー・ディー・ワークス入社
2009年 ４月 同社不動産投資事業部部長
2020年 ５月 当社入社 投資企画事業部第２投資企画部長
2021年 ７月 当社取締役不動産営業部長
2023年 ５月 当社取締役執行役員不動産営業部長
2025年 ３月 当社取締役執行役員不動産営業本部長（現任）

2,000株

３
お び まこと
小 尾 誠

（1977年11月23日）
【再任】

2001年12月 (有)藤木商店入社
2004年 ４月 当社入社
2008年 ３月 当社取締役管理部長
2024
2025

年
年

５
５

月
月

当社専務執行役員管理部長
当社取締役執行役員管理部長（現任）

8,000株

４

おお もり ゆう き

大 森 雄 輝
（1994年2月25日）

【新任】

2016年 ４月 当社入社
2020年 ４月 当社企画開発部次長
2025年 8 月 当社不動産営業本部営業第2部担当部長
2026年 ３月 当社執行役員不動産営業本部営業第1部長（現任）

―

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．(１)松本俊人氏を取締役候補者とした理由は、同氏が不動産業界を長年の経験を有し、当社創業者

として経営の先頭に立ち、当社の成長を大きく牽引してきた実績があるためであります。さらな
る企業価値向上のために引き続き取締役候補者といたしました。

（２)惠実幸氏を取締役候補者とした理由は、同氏が長年にわたり収益不動産業界で活躍し、幅広いネ
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ットワークや経験・知見をもって当社営業部門を統括し、業績発展に大きく貢献してきた実績が
あるためであります。さらなる企業価値向上のために引き続き取締役候補者といたしました。

（３)小尾誠氏を取締役候補者とした理由は、同氏が当社入社以来経理・財務において豊富な実務経験
を有しているためであります。また、管理部門を統括し、当社の成長に大きく貢献してきた実績
を踏まえ、さらなる企業価値向上のために取締役候補者といたしました。

（４)大森雄輝氏を取締役候補者とした理由は、同氏が当社入社以来、営業部門にて高い実績を残し、
当社の業績を大きく牽引してきた実績があるためであります。さらなる企業価値向上のために取
締役候補者といたしました。

3．当社は、全ての取締役を被保険者とした、役員等賠償責任保険（Ｄ＆Ｏ保険）契約を保険会社との間
で締結しております。被保険者である役員等がその職務の執行に関し、責任を負うこと又は当該責任
の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害について填補いたします。ただし、法
令違反の行為であることを認識して行った行為の場合等、一定の免責事由があります。各候補者が取
締役に就任した場合は、当該保険契約の被保険者となり、任期途中に当該保険契約を更新する予定で
あります。
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第３号議案 監査等委員である取締役４名選任の件
監査等委員である取締役全員（４名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。任期満了によ

り退任される北山一博氏を除く取締役３名の改選と１名の新任候補者を含め、つきましては、監査等委員
である取締役４名の選任をお願いするものであります。
なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社の
株 式 数

１
いそ せい こ
磯 聖 子

（1964年10月20日）
【新任】

1983年 ４月 ㈱太陽神戸銀行（現：㈱三井住友銀行）入行
2009年 ６月 当社入社
2017年 ３月 当社管理部人事総務グループ次長
2020年10月 当社コンプライアンス室次長
2023年 ２月 当社コンプライアンス室室長(現任)

2,500
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候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社の
株 式 数

２
おお やま とおる
大 山 亨

（1967年８月24日）
【再任】

1991年 ４月 山一證券㈱入社
1997年10月 ㈱関配（現㈱キャプティ）入社
1998年 ４月 富士証券㈱（現みずほ証券㈱）入社
2001年 ３月 ＨＳＢＣ証券㈱東京支店入社
2002年 ２月 株式上場コンサルタントとして独立
2003年 ７月 ㈲トラスティ・コンサルティング（現㈲セイレ

ーン）設立代表取締役就任（現任）
2003年10月 ウインテスト㈱社外監査役就任
2004年 ６月 フィンテックグローバル㈱社外監査役就任
2005年 ４月 ㈱トラスティ・コンサルティング設立代表取締

役就任（現任）
2007年 １月 エフエックス・オンライン・ジャパン㈱（現Ｉ

Ｇ証券㈱）社外監査役就任（現任）
2008年 １月 ㈱アールエイジ社外監査役就任
2008年 ９月 ㈱ビューティ花壇社外監査役就任
2013年 ４月 フィンテックグローバル㈱社外監査役就任
2014年 ６月 ㈱イオレ社外監査役就任（現任）
2015年10月 ウインテスト㈱監査等委員である社外取締役就任
2016年 ５月 当社監査役就任
2018年 １月 ㈱アールエイジ監査等委員である社外取締役就任
2019年12月 フィンテックグローバル㈱監査等委員である社

外取締役就任（現任）
2022年 ５月 当社監査等委員である社外取締役就任（現任）
2024年 １月 ジャパンM&Aソリューション㈱社外取締役就任
2025年 １月 ジャパンM&Aソリューション㈱監査等委員である社外取締役就任（現任）
2026年 ２月 ㈱FPパートナー社外取締役就任（現任）

―
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候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社の
株 式 数

３

まつ ばら ゆ り え
松 原 有里枝

戸籍上の氏名：畑井有里枝
（1975年11月18日）

【再任】

2007年 ９月 弁護士登録
2007年10月 弁護士法人ベル法律事務所入所
2011年12月 東京八重洲法律事務所入所
2013年 ４月 東京弁護士会法律相談センター運営委員会副委

員長就任
2016年 ５月 畑井・松原法律事務所（現Sky Arc法律

事 務 所） 開 設 共 同 代 表 就 任 （現 任）
2019年 ８月 ㈱M・I・Tホールディングス（現㈱ビューティ

シェアリングテクノロジーズ）社外監査役就任
（現任）

2021年 ９月 住宅紛争処理委員（東京弁護士会）就任（現任）
2023
2024

年
年

11
５

月
月

板橋区建築紛争調整委員就任（現任）
当社監査等委員である社外取締役就任（現任）

―

４

いい づか けん

飯 塚 健
（1980年11月３日）

【再任】

2005年12月 新日本監査法人（現EY新日本有限責任監査法
人）入社

2015年 ６月 Kudan㈱取締役CFO就任
2015年 ６月 Kudan Vision㈱代表取締役就任（現任）
2022年 ４月 ㈱カーボンフライ取締役就任（現任）
2023年 ６月 AddElm TECHNOLOGY㈱取締役就任（現任）
2023
2024

年
年

７
５

月
月

㈱ログノート取締役CFO（現任）
当社監査等委員である社外取締役就任（現任）

―

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．大山亨氏、松原有里枝氏及び飯塚健氏は、社外取締役候補者であります。
３．大山亨氏、松原有里枝氏及び飯塚健氏は、現在当社の社外取締役であり、社外取締役としての在任期

間は、本総会終結の時をもって大山亨氏は４年、松原有里枝氏及び飯塚健氏は２年となります。
４．磯聖子氏は、当社入社以来、人事、総務およびコンプライアンス部門において豊富な実務経験を有し

ております。特にコンプライアンス実務に精通し、当社の内部統制の強化に尽力してきた実績があり
ます。その専門知識と社内事情への深い理解を活かし、客観的かつ厳正な監視監督を遂行することを
期待し、取締役候補者といたしました。

５．大山亨氏は、証券会社や経営コンサルタントとして長年、企業の経営指導に当たっており、当社の経
営に対する有益な提言・助言及び業務執行の監視監督の強化を遂行することを期待し、引き続き社外
取締役候補者といたしました。

６．松原有里枝氏は、過去に社外役員となること以外の方法で、会社経営に直接関与された経験はありま
せんが、弁護士として法令の専門知識と経験を有しており、当社の経営に対する有益な提言・助言及
び業務執行の監視監督の強化を遂行することを期待し、引き続き社外取締役候補者といたしました。
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７．飯塚健氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する専門知識と経験から、当社の経
営に対する有益な提言・助言及び業務執行の監視監督の強化を遂行することを期待し、引き続き社外
取締役候補者といたしました。

８．当社は、大山亨氏、松原有里枝氏及び飯塚健氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法
第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任
の限度額は、法令の定める最低責任限度額としており、各氏の選任が承認された場合は、各氏との当
該契約を継続する予定であります。

９．当社は、大山亨氏、松原有里枝氏及び飯塚健氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け
出ております。各氏が選任された場合は、当社は各氏を独立役員とする予定であります。

10．当社は、全ての取締役を被保険者とした、役員等賠償責任保険（Ｄ＆Ｏ保険）契約を保険会社との間
で締結しております。被保険者である役員等がその職務の執行に関し、責任を負うこと又は当該責任
の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害について填補いたします。ただし、法
令違反の行為であることを認識して行った行為の場合等、一定の免責事由があります。各候補者が監
査等委員である取締役に就任した場合は、当該保険契約の被保険者となり、任期途中に当該保険契約
を更新する予定であります。
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（参考）議案が承認可決されたのちの役員構成
各取締役候補者の主な専門的経験分野と特に期待する分野等は以下のとおりです。
（候補者の有する全ての知見を表すものではありません）

氏名 就任後の役職 企業経営 不動産
ビジネス

営業/
マーケティ

ング

財務/
会計/

ファイナン
ス

人事/
労務/

人材開発
ESG

法務/
コンプライ
アンス/

リスク管理

松本俊人 代表取締役
社長執行役員 ● ● ● ● ● ● ●

惠実幸 取締役
執行役員 ● ● ●

小尾誠 取締役
執行役員 ● ● ● ● ●

大森雄輝 取締役
執行役員 ● ●

磯聖子 取締役
（常勤監査等委員） ● ● ● ●

大山亨 社外取締役
（監査等委員） ● ●

松原有里枝 社外取締役
（監査等委員） ● ●

飯塚健 社外取締役
（監査等委員） ● ●

以 上
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事 業 報 告

（2025
2026

年
年

３
２

月
月

１
28

日から
日まで）

１．企業集団の現況
⑴ 当連結会計年度の事業の状況
① 事業の経過及び成果

当社グループは「空室のない元気な街を創る」という企業理念のもと、入居率や賃料水
準の低下等により、収益の改善が必要となった中古不動産を取得し、リノベーションやリ
ーシング（賃貸募集活動）を実施し、収益改善による収益不動産としての資産価値を高め
たうえで不動産投資家へ販売するという不動産販売事業を主力事業として、東京都心部を
中心に1都3県で事業を展開しております。
当連結会計年度（2025年3月1日から2026年2月28日まで）におけるわが国経済は、

雇用・所得環境の改善を背景とした個人消費の底堅さや、旺盛なインバウンド需要等に支
えられ、緩やかな回復基調で推移いたしました。一方で、日本銀行の政策金利引き上げに
伴う借入コストの上昇や、依然として高止まりする建築資材価格・人件費の影響、さらに
は不安定な国際情勢による資源価格の変動など、先行きについては依然として不透明な状
況が続きました。
当社グループの属する不動産業界におきましては、金利水準の上昇に伴う金融情勢の変

化は見られるものの、都心部を中心とした地価の上昇や、実需・投資両面における旺盛な
需要に支えられ、総じて活況な市場環境が継続いたしました。
このような事業環境下におきまして当社グループは、主力事業である不動産販売事業で

26件の販売件数となりました。仕入については、一棟マンションや一棟オフィスを中心
としつつも、区分マンション、区分オフィス・店舗など多様な不動産種別の取扱いを目指
して積極的に仕入を進めた結果、販売用不動産残高は前連結会計年度を上回る8,293,512
千円となり、2027年２月期以降の販売に寄与する販売在庫を大きく抱えることができま
した。
この結果、当連結会計年度の業績として、売上高は13,543,337千円（前期比9.0％

増）、営業利益は774,443千円（同20.6％減）、経常利益は468,107千円（同36.8％減）、
親会社株主に帰属する当期純利益は294,734千円（同36.2％減）となりました。
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セグメント別の業績は次のとおりであります。
（不動産販売事業）
不動産販売事業におきましては、主に中古物件を購入しリノベーションやリーシングを

行い、付加価値を高めたうえで不動産投資家への販売を手掛けてまいりました。当連結会
計年度は、レジデンス８棟、区分マンション７件、区分事務所６件、ビル５棟を売却いた
しました。その結果、当連結会計年度における売上高は12,585,011千円（同9.5％増）、
セグメント利益は926,402千円（同10.2％減）となりました。
（不動産賃貸事業）
不動産賃貸事業におきましては、これまでも安定的に収益を上げていた貸しコンテナ、

コインパーキング、事業用・居住用サブリースに加え、不動産販売事業において取得した
販売用不動産賃料収入等の獲得にも努めてまいりました。その結果、当連結会計年度にお
ける売上高は703,651千円（同1.2％減）、セグメント利益は74,362千円（同42.3％減）
となりました。
（不動産管理事業）
不動産管理事業におきましては、既存顧客に対する管理サービスの向上に努めるととも

に、安定収入を増やすべく、新たに販売した不動産の管理受託にも取り組んでまいりまし
た。また、当期中に買収した株式会社富士ホームが業績に寄与した結果、当連結会計年度
における売上高は254,675千円（同13.9％増）、セグメント利益は88,929千円（同9.4％
増）となりました。

② 設備投資の状況
当連結会計年度中において実施いたしました当社の設備投資の総額は3,973千円で、そ

の主なものは次のとおりであります。
当連結会計年度中に完成した主要設備
東京本社の追加造作
不動産賃貸事業 コインパーキング設備の入替

③ 資金調達の状況
当連結会計年度中においては、第5回、第6回新株予約権の発行に伴う払込及び全部行

使により745,729千円の資金調達と金融機関より販売用不動産投資資金及び運転資金と
して総額で12,106,000千円の資金調達を行いました。
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⑵ 直前３事業年度の財産及び損益の状況
① 企業集団の財産及び損益の状況

区 分 第 34 期
（2023年２月期）

第 35 期
（2024年２月期）

第 36 期
（2025年２月期）

第 37 期
（当連結会計年度）
（2026年２月期）

売 上 高（千円） − 11,506,543 12,430,301 13,543,337
経 常 利 益（千円） − 454,386 740,751 468,107
親会社株主に帰属する当期純利益（千円） − 620,059 461,965 294,734
１株当たり当期純利益 （円） − 567.37 383.89 216.40
総 資 産（千円） − 9,931,897 13,239,919 14,514,454
純 資 産（千円） − 2,495,050 2,958,166 3,986,242
１ 株 当 た り 純 資 産 （円） − 2,084.75 2,449.29 2,643.86
（注）第35期より連結計算書類を作成しておりますので、第34期の各数値は記載しておりません。

② 当社の財産及び損益の状況

区 分 第 34 期
(2023年２月期)

第 35 期
（2024年２月期）

第 36 期
（2025年２月期）

第 37 期
（当事業年度）

（2026年２月期）
売 上 高（千円） 9,374,746 11,355,691 12,406,029 13,318,427
経 常 利 益（千円） 349,065 414,236 749,736 490,112
当 期 純 利 益（千円） 493,412 592,612 468,403 321,599
１株当たり当期純利益 （円） 515.35 542.25 389.24 236.12
総 資 産（千円） 9,073,767 9,879,991 13,165,424 14,451,983
純 資 産（千円） 1,474,623 2,469,522 2,939,076 3,994,017
１ 株 当 た り 純 資 産 （円） 1,540.18 2,063.42 2,433.49 2,649.02

⑶ 重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

合同会社アズプラン 10,000千円 100％ 不動産の売買、賃貸、仲介及び管理業
株式会社富士ホーム 10,000千円 100％ 不動産の売買、賃貸、仲介及び管理業
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⑷ 対処すべき課題
当社グループが対処すべき課題として認識している事項の代表的なものは、以下の通りであ
ります。
① 主力である不動産販売事業の強化
当社グループは不動産販売事業が売上高の90％以上を占めるとともに、利益でも大部分

を占めている中核セグメントです。そのため、物件の在庫・滞留リスクに対処しつつ事業基
盤を構築することが課題となっております。
国籍・性別を問わず能力のある者を積極的に採用・育成し、社員が一体となって、出口戦

略まで見据えた都心の優良資産を厳選して仕入れ、バリューアップやリーシングを通じてテ
ナント・オーナー様双方にとって満足度の高い物件づくりを行っています。仕入物件を短期
間で回転させ、不動産販売事業のさらなる拡大に努めてまいります。
② 金利の上昇
近年、日本銀行の政策金利が段階的に引き上げられています。一般に、金利上昇により借

入コストが増大するため、不動産購入や不動産投資が抑制される可能性があります。
当社は、ハード面のバリューアップ、低水準にある賃料の引き上げを行うとともに管理コ

ストの最適化によるコスト削減を行い、収益性を向上させています。金利コストを十分に吸
収しつつ、投資魅力ある商品組成を実現してまいります。
不動産投資家の投資意欲は旺盛であることから、こうした取組みを着実に進めることで、

金利の上昇下でも成長は期待できると考えております。
③ 物価上昇並びに建築費の高騰
物価上昇並びに建築費の高騰により当初予定していた収益を下回るリスクがあります。
これに対しては、長年継続的に取引している建築会社と綿密に連携しており、一方で賃料

上昇や売却価格への転嫁を行い、他方でコスト低減に努めております。当社の注力事業地域
である都心の不動産市場は成長市場であり、物価上昇を上回る収益を上げることは可能と考
えております。
④ 安定収益基盤の確立
不動産市況に左右されない収益基盤の確立に向けて、ストック型収益の強化も目指してい

ます。2025年9月に浅草で70年不動産管理事業を営む株式会社富士ホームを子会社化し、
管理戸数の増加を図りました。今後もM&Aを通じてストック型収益企業をグループ化し、
安定収益基盤を確立してまいります。
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⑤ コーポレート・ガバナンスの強化
当社は、社会的責任を自覚しコンプライアンスを徹底し、会社業務の執行の公平性、透明

性及び効率性を確保することで、社会から信頼を得る企業として、全てのステークホルダー
から評価いただけることをコーポレート・ガバナンスの基本的な考え方としております。組
織形態においては監査等委員会設置会社を採用し、取締役会の議決権を有する監査等委員が
取締役の業務執行について適法性、妥当性を監査することで取締役会の監督機能をより一層
強化しております。また、執行役員制度を採用し、機動的な執行体制を確立しております。
また、2026年5月の株主総会に複数の女性取締役体制を諮るなど、年齢や性別等にかかわ
らず能力のある者を登用し、中長期的な企業価値向上を目指してまいります。

⑸ 主要な事業内容（2026年２月28日現在）
事 業 区 分 事 業 内 容

不 動 産 販 売 事 業 不動産の買取再生販売事業を行っております。

不 動 産 賃 貸 事 業 マンション・事務所等の賃貸やトランクルーム、貸しコンテナ、コインパー
キング、民泊施設の運営等を行っております。

不 動 産 管 理 事 業 不動産のプロパティマネジメント事業を行っております。

⑹ 主要な営業所及び工場（2026年２月28日現在）
①当社

本 店 埼玉県川口市
東 京 本 社 東京都千代田区

②子会社
合 同 会 社 ア ズ プ ラ ン 東京都千代田区
株 式 会 社 富 士 ホ ー ム 東京都台東区
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⑺ 従業員の状況（2026年２月28日現在）
① 企業集団の従業員の状況

セグメントの名称 従業員数（名） 前連結会計年度末比増減
不動産販売事業 44（2） 5名増（1名減）
不動産賃貸事業 7（1） 3名増（1名減）
不動産管理事業 12（3） 7名増（増減なし）
全社（共通） 13（1） 2名減（増減なし）

合計 76（7） 13名増（2名減）
（注）１．従業員数は就業人数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループ

への出向者を含む。）であり、嘱託社員を含んでおります。また、臨時雇用者数（パートタイマー含
む。）は、（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

② 当社の従業員の状況
従業員数（名） 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

68（6） 6名増 41.1歳 4年11か月
（注）１．従業員数は就業人数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、

嘱託社員を含んでおります。また、臨時雇用者数（パートタイマー含む。）は、（ ）内に年間の平均
人員を外数で記載しております。
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⑻ 主要な借入先の状況（2026年２月28日現在）
借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 愛 媛 銀 行 1,300,000 千円
シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン （注 1） 1,100,000
シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン （注 2） 1,020,000
株 式 会 社 千 葉 銀 行 761,000
株 式 会 社 埼 玉 り そ な 銀 行 694,854

（注）１．株式会社大光銀行を主幹事とするシンジケーション方式コミットメントライン契約に基づく金融機関
６行からの協調融資1,100,000千円となります。

２．株式会社群馬銀行を主幹事とするシンジケートローン契約（コミット型タームローン）に基づく金融
機関４行からの協調融資1,020,000千円となります。

３．当社は、販売用不動産資金の安定的かつ効率的な調達を行うため、借入極度額1,000,000千円のコミ
ットメントライン契約を株式会社千葉銀行と締結、借入極度額1,100,000千円のコミットメントライ
ン契約を株式会社大光銀行を主幹事とする取引銀行６行と締結、借入極度額1,750,000千円のシンジ
ケートローン契約（コミット型タームローン）を株式会社群馬銀行を主幹事とする４行との間で締結
しております。
当該契約に基づく当連結会計年度末の借入実行残高は2,806,000千円になります。

４．当社は、販売用不動産資金の安定的かつ効率的な調達を行うため、借入極度額2,000,000千円の当座
貸越契約を締結しております。当該契約に基づく当連結会計年度末の借入実行残高は699,000千円に
なります。

⑼ その他企業集団の現況に関する重要な事項
当社は、2025年9月25日開催の取締役会において株式会社富士ホームの株式を取得し、

連結子会社化することを決議いたしました。なお2025年９月25日に株式譲渡契約書を締結
し全株式を取得いたしました。これにより、同社が有する浅草エリアにおける営業基盤を活
用し、グループ全体での収益力向上に努めてまいります。
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２．株式の状況（2026年２月28日現在）
⑴ 発行可能株式総数 3,200,000株
⑵ 発行済株式の総数 1,508,000株（自己株式264株を含む）
⑶ 株主数 4,286名
⑷ 大株主（上位10名）
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

松 本 俊 人 536,000株 35.55％
株 式 会 社 ヒ ト プ ラ ン 200,000 13.26
脇 田 栄 一 29,500 1.96
木 原 直 哉 19,100 1.27
新 沼 吾 史 12,200 0.81
今 秀 信 8,000 0.53
小 尾 誠 8,000 0.53
茅 野 高 志 5,000 0.33
ＢＡＲＣＬＡＹＳ ＣＡＰＩＴＡＬ ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ ＬＩＭＩＴＥＤ 4,800 0.32
佐 藤 充 洋 4,600 0.31

（注）持株比率は自己株式（264株）を控除して計算しております。

⑸ 当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況
当事業年度中に交付した株式報酬の内容は次のとおりです。
当社は、当社取締役（社外取締役を除く）に対して、株式保有を通じて株主との価値共有

を高めることにより、企業価値の持続的な向上を図ることを目的に、譲渡制限付株式報酬制
度を導入しております。
・取締役、その他の役員に交付した株式の区分別合計

区 分 株 式 数 交 付 対 象 者 数
取締役（社外取締役を除く） 10,000 株 ４ 人
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３．新株予約権等の状況
⑴ 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株

予約権の状況
該当事項はありません。

⑵ 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。

⑶ その他新株予約権等の状況
該当事項はありません。
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４．会社役員の状況
⑴ 取締役の状況（2026年２月28日現在）
会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況
代 表 取 締 役
社 長 執 行 役 員 松 本 俊 人 株式会社富士ホーム代表取締役、合同会社アズプラン職務執行者
取 締 役
執 行 役 員 惠 実 幸 不動産営業本部長
取 締 役
執 行 役 員 小 尾 誠 管理部長
取 締 役 吉 田 和 司
取 締 役
（常勤監査等委員） 北 山 一 博

取 締 役
（監査等委員） 大 山 亨

有限会社セイレーン代表取締役
株式会社トラスティ・コンサルティング代表取締役
ＩＧ証券株式会社社外監査役
株式会社イオレ社外監査役
フィンテックグローバル株式会社社外取締役（監査等委員）
ジャパンM&Aソリューション株式会社社外取締役（監査等委員）
株式会社FPパートナー社外取締役

取 締 役
（監査等委員） 松 原 有里枝

Sky Arc 法律事務所共同代表
株式会社ビューティシェアリングテクノロジーズ社外監査役
住宅紛争処理委員（東京弁護士会）
板橋区建築紛争調整委員

取 締 役
（監査等委員） 飯 塚 健

Kudan Vision株式会社代表取締役
株式会社カーボンフライ取締役
AddElm TECHNOLOGY株式会社取締役
株式会社ログノート取締役CFO

（注）１．取締役吉田和司氏、取締役（監査等委員）大山亨氏、松原有里枝氏及び飯塚健氏は、社外取締役であ
ります。

２．吉田和司氏は、長年にわたる上場会社での取締役経験をとおし、財務及び会計に関する相当程度の知
見を有しております。

３．北山一博氏は、長年にわたる上場会社のグループ会社での取締役経験をとおし、財務及び会計に関す
る相当程度の知見を有しております。

４．大山亨氏は、証券会社の公開引受部や株式上場コンサルタントとして、長年、株式公開指導に当たっ
ており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

５．松原有里枝氏は、弁護士の資格を有しております。
６．飯塚健氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しておりま

す。
７．情報収集の充実を図り、内部監査部門等との十分な連携を通じて監査の実効性を高め、監査・監督機

能を強化するために、北山一博氏を常勤の監査等委員として選定しております。
８．当社は、社外取締役の全員を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け

出ております。
９．株式会社富士ホーム、合同会社アズプランは当社の連結子会社であります。
10．当事業年度中に辞任した取締役

氏 名 辞任日 辞任時の地位・担当及び重要な兼職の状況
相馬 剛 2025年12月31日 経営戦略部長
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⑵ 責任限定契約の内容の概要
当社と各社外取締役は、会社法第427条第１項及び定款の規定に基づき、同法第423条第１項の損

害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令の
定める最低責任限度額となります。

⑶ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し

ております。当該保険契約は全ての取締役を被保険者としており、被保険者は保険料を負担しており
ません。当該保険契約により被保険者である役員等がその職務の執行に関し、責任を負うこと又は当
該責任追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害について補填されることとなりま
す。ただし、法令違反の行為であることを認識して行った行為等の場合には補填の対象としないこと
としております。

⑷ 取締役の報酬等
①役員報酬等の内容の決定に関する方針等
役員報酬等の内容に係る決定方針の内容は次のとおりであります。
・基本方針
ア．企業理念を実践する優秀な人材を確保できる報酬制度とする。
イ．各取締役が担う機能・役割に応じた報酬体系とする。
ウ．経営環境や業績を反映した報酬体系とする。

・報酬等を与える時期又は条件の決定に関する方針
基本報酬は、毎月の金銭報酬と譲渡制限付株式の非金銭報酬とし、個々の職責や貢献度、会社

の業績等を総合的に勘案して決定するものとする。
・個人別の報酬等の額の決定方針
ア．業務執行取締役

当社は、任意の報酬委員会などの独立した諮問委員会は設置していないが、取締役会の決
議に先立ち、独立社外取締役に対し説明を行い、適切な助言を得た後に、取締役会で審議の
うえ、代表取締役社長に一任する方法をとっている。代表取締役社長は株主総会で決議され
た報酬の総額の範囲内において、個々の職責や貢献度、会社の業績等を総合的に勘案して各
人別の報酬額を決定する。なお、業績連動報酬等の導入は行っていないが、当社にふさわし
い役員報酬のあり方について、引き続き検討を進める。

イ．社外取締役
社外取締役の報酬等は、業務執行の独立した立場から経営を監督及び助言する立場を重視

し、固定の金銭報酬のみで構成する。
取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法及び決

定された報酬等の内容が当該決定方針と整合していることを、独立社外取締役に対し説明を行い、そ
の助言が反映されていることを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断しております。
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②取締役の報酬等についての株主総会決議に関する事項
取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬限度額は、2022年５月30日開催の第33回定時

株主総会において、年額300百万円以内（ただし使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない）と決
議されております。当該定時株主総会終結時点の当該定めに係る取締役の員数は４名（内社外取締役
は０名）であります。
また、当該金銭報酬とは別枠で、取締役が当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを

付与すると共に、株主の皆様と一層の価値共有を進めることを目的として、2024年５月30日開催の
第35回定時株主総会の決議に基づき、株式報酬制度を導入しております。当該株式報酬の内容は、普
通株式を用いた譲渡制限付株式の交付とし、譲渡制限解除は役員退任時を原則とします。また譲渡制
限付株式に係る報酬等として、社外取締役を除く取締役に対し、年額50百万円以内（3か年の事業年
度につき150百万円以内、ただし、使用人兼務取締役の使用人給与は含まない。）、株式の上限を年
20,000株以内（3か年の事業年度につき60,000株以内。）と決議しております。当該定時株主総会終
結時点の当該定めに係る取締役の員数は４名（内社外取締役は０名）であります。
監査等委員である取締役の報酬限度額は、2022年５月30日開催の第33回定時株主総会において、

年額50百万円以内と決議されております。当該定時株主総会終結時点の当該定めに係る取締役の員数
は４名（内社外取締役は３名）であります。

③取締役の個人別報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項
当社においては、取締役会決議により一任をされ委任を受けた議長である代表取締役松本俊人が、

上記決定方針に基づき決定します。代表取締役に委任した理由は、当社全体の業績を俯瞰しつつ各取
締役の評価を行うにあたり、最も適しているためであります。

④当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 報 酬 等 の
総 額

報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額 役 員 の
員 数基 本 報 酬 賞 与 非金銭報酬等

取締役（監査等委員を除く） 82,814 千円 74,350 千円 1,000 千円 7,464 千円 5名
（うち社外取締役） （4,500） （4,500） （―） （―） （1）
監査等委員である取締役 20,400 20,400 ― ― 4
（うち社外取締役） （10,800） （10,800） （―） （―） （3）
合 計 103,214 94,750 1,000 7,464 9
（うち社外役員） （15,300） （15,300） （―） （―） （4）

（注）1.取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
2.非金銭報酬等として取締役に対して譲渡制限付株式報酬を交付しております。当該株式報酬の内容及び
その交付状況は「２．株式の状況 （5）当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式
の状況」に記載のとおりです。
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⑸ 社外役員に関する事項
① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
・吉田和司氏には、重要な兼職の状況はありません。
・大山亨氏は、有限会社セイレーン代表取締役、株式会社トラスティ・コンサルティング代表取締
役、ＩＧ証券株式会社社外監査役、株式会社イオレ社外監査役、フィンテックグローバル株式会
社社外取締役（監査等委員）、ジャパンM&Aソリューション株式会社社外取締役（監査等委員）
並びに株式会社FPパートナー社外取締役を兼職しております。なお、当社と各兼職先との間に
は、特別な関係はありません。

・松原有里枝氏は、Sky Arc 法律事務所共同代表、株式会社ビューティシェアリングテクノロジー
ズ社外監査役、住宅紛争処理委員（東京弁護士会）、板橋区建築紛争調整委員を兼職しておりま
す。なお、当社と各兼職先との間には、特別な関係はありません。

・飯塚健氏は、Kudan Vision株式会社代表取締役、株式会社カーボンフライ取締役、AddElm
TECHNOLOGY株式会社取締役、株式会社ログノート取締役CFOを兼職しております。なお、
当社と各兼職先との間には、特別な関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況
出 席 状 況 及 び 発 言 状 況 並 び に 社 外 取 締 役 に
期 待 さ れ る 役 割 に 関 し て 行 っ た 職 務 の 概 要

取 締 役 吉 田 和 司

当事業年度、社外取締役就任以降に開催された取締役会16回の全てに出席い
たしました。三菱ＵＦＪキャピタル㈱や富士紡ホールディングス㈱における
代表取締役としての豊富な経験と幅広い専門的見識から、取締役会の意思決
定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っております。また、株式市
場に対する豊富な知見に基づき、市場との対話という観点から当社の経営体
制について適宜、必要な発言を行っております。

取 締 役
（監査等委員） 大 山 亨

当事業年度に開催された取締役会22回、監査等委員会14回の全てに出席いた
しました。証券会社での長い経験、株式上場コンサルタントとしての豊富な
経験と幅広い専門的見識から、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保
するための発言を行っております。また、監査等委員会においては、市場の
動向・当社の経営管理を踏まえて適宜、必要な発言を行っております。

取 締 役
（監査等委員） 松原有里枝

当事業年度に開催された取締役会22回、監査等委員会14回の全てに出席いた
しました。弁護士としての豊富な経験と幅広い専門的見識から、取締役会の
意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っております。また、
監査等委員会においては、当社の法務・コンプライアンスなどについて適宜、
必要な発言を行っております。

取 締 役
（監査等委員） 飯 塚 健

当事業年度に開催された取締役会22回、監査等委員会14回の全てに出席いた
しました。公認会計士としての豊富な監査経験と幅広い専門的見識から、取
締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っております。
また、監査等委員会においては、当社の会計・監査について適宜、必要な発
言を行っております。
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５．会計監査人の状況
⑴ 名称 RSM清和監査法人

⑵ 報酬等の額
報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 23,680 千円
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利
益の合計額 23,680

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠
などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同
意の判断をいたしました。

⑶ 非監査業務の内容
該当事項はありません。

⑷ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断し

た場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いた
します。
また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当する

と認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場
合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまし
て、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

６．会社の支配に関する基本方針
当社は現時点では当該「基本方針」及び「買収防衛策」につきましては、特に定めておりま

せん。
一方で大量株式取得行為のうち、当社の企業価値及び株主共同の利益に資さないものについ

ては適切な対応が必要と考えており、今後の法制度の整備や社会的な動向も見極めつつ、今後
も慎重に検討を行ってまいります。
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７．剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、持続的な成長と企業価値の向上は株主共通の利益であるという前提に立ち、継続的

かつ安定的な配当を実施するとともに、事業の発展及び経営基盤の強化に必要な成長投資とし
ての内部留保を充実させる前提で、業績に基づき機動的に配当を検討することを基本方針とし
ております。
当社の剰余金の配当の回数は、当社定款に基づき、中間配当及び期末配当の年２回を基本と

しております。また、当社は、「会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をも
って剰余金の配当等を行う」旨定款に定めております。
この方針に基づき、当事業年度の剰余金の配当につきましては、業績などを総合的に検討し

ました結果、株主の皆様の日頃のご支援にお応えすべく、取締役会決議により１株当たり30
円とすることといたしました。
内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、事業の発展及

び経営基盤の強化を目的とし、不動産販売事業や不動産賃貸事業への投資など戦略的投資に活
用していきたいと考えております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2026年２月28日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
流 動 資 産 13,773,524 流 動 負 債 3,395,897

現 金 及 び 預 金 5,116,402 買 掛 金 68,215
売 掛 金 15,163 短 期 借 入 金 1,892,000
販 売 用 不 動 産 6,029,382 １年内返済予定の長期借入金 734,717
仕 掛 販 売 用 不 動 産 2,264,130 リ ー ス 債 務 988
仕 掛 品 26 未 払 金 26,677
貯 蔵 品 2,052 未 払 費 用 96,647
前 渡 金 270,907 未 払 法 人 税 等 51,671
前 払 費 用 63,010 前 受 金 98,263
未 収 入 金 2,627 預 り 金 233,331
そ の 他 12,169 賞 与 引 当 金 28,447
貸 倒 引 当 金 △2,348 株 主 優 待 引 当 金 25,342

固 定 資 産 740,930 そ の 他 139,595
有 形 固 定 資 産 437,052 固 定 負 債 7,132,315
建 物 635,125 社 債 110,000
構 築 物 20,324 長 期 借 入 金 6,869,562
車 両 運 搬 具 2,429 リ ー ス 債 務 2,639
工 具、 器 具 及 び 備 品 42,286 資 産 除 去 債 務 55,397
リ ー ス 資 産 16,480 そ の 他 94,715
減 価 償 却 累 計 額 △279,593 負 債 合 計 10,528,212

無 形 固 定 資 産 60,783
商 標 権 144
の れ ん 60,392
そ の 他 246 （純 資 産 の 部）

投 資 そ の 他 の 資 産 243,093 株 主 資 本 3,986,242
投 資 有 価 証 券 30,145 資 本 金 769,945
出 資 金 870 資 本 剰 余 金 928,665
長 期 前 払 費 用 53,495 利 益 剰 余 金 2,288,317
繰 延 税 金 資 産 54,444 自 己 株 式 △685
そ の 他 104,139 純 資 産 合 計 3,986,242

資 産 合 計 14,514,454 負 債 純 資 産 合 計 14,514,454
（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（2025
2026

年
年

３
２

月
月

１
28

日から
日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 13,543,337
売 上 原 価 11,525,479
売 上 総 利 益 2,017,857
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,243,414
営 業 利 益 774,443
営 業 外 収 益

受 取 利 息 6,428
受 取 配 当 金 12
受 取 手 数 料 1,519
会 費 収 入 6,744
助 成 金 収 入 1,980
そ の 他 1,475 18,160

営 業 外 費 用
支 払 利 息 220,026
社 債 利 息 1,810
支 払 手 数 料 98,050
そ の 他 4,609 324,495

経 常 利 益 468,107
特 別 損 失

減 損 損 失 992 992
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 467,114
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 185,792
法 人 税 等 調 整 額 △13,412 172,379
当 期 純 利 益 294,734
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 294,734

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
（2026年２月28日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
流 動 資 産 13,677,049 流 動 負 債 3,327,700

現 金 及 び 預 金 4,968,886 買 掛 金 68,215
売 掛 金 15,412 短 期 借 入 金 1,892,000
販 売 用 不 動 産 6,029,382 １年内返済予定の長期借入金 733,553
仕 掛 販 売 用 不 動 産 2,264,130 リ ー ス 債 務 988
仕 掛 品 26 未 払 金 26,384
貯 蔵 品 2,052 未 払 費 用 93,770
前 渡 金 270,907 未 払 法 人 税 等 50,661
前 払 費 用 61,475 前 受 金 98,064
未 収 入 金 1,797 預 り 金 173,336
そ の 他 65,516 賞 与 引 当 金 27,512
貸 倒 引 当 金 △2,537 株 主 優 待 引 当 金 25,342

固 定 資 産 774,933 そ の 他 137,871
有 形 固 定 資 産 437,052 固 定 負 債 7,130,266
建 物 635,125 社 債 110,000
構 築 物 20,324 長 期 借 入 金 6,868,382
工 具、 器 具 及 び 備 品 41,538 リ ー ス 債 務 2,639
リ ー ス 資 産 16,480 資 産 除 去 債 務 55,397
減 価 償 却 累 計 額 △276,416 そ の 他 93,846

無 形 固 定 資 産 391 負 債 合 計 10,457,966
商 標 権 144 （純 資 産 の 部）
そ の 他 246 株 主 資 本 3,994,017

投 資 そ の 他 の 資 産 337,490 資 本 金 769,945
投 資 有 価 証 券 30,145 資 本 剰 余 金 928,665
関 係 会 社 株 式 120,300 資 本 準 備 金 749,945
関 係 会 社 出 資 金 10,000 そ の 他 資 本 剰 余 金 178,720
出 資 金 550 利 益 剰 余 金 2,296,092
長 期 前 払 費 用 53,325 利 益 準 備 金 35
繰 延 税 金 資 産 23,215 そ の 他 利 益 剰 余 金 2,296,057
そ の 他 99,954 圧 縮 積 立 金 54,111

繰 越 利 益 剰 余 金 2,241,946
自 己 株 式 △685

純 資 産 合 計 3,994,017
資 産 合 計 14,451,983 負 債 純 資 産 合 計 14,451,983

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（2025
2026

年
年

３
２

月
月

１
28

日から
日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 13,318,427
売 上 原 価 11,343,279
売 上 総 利 益 1,975,148
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,181,929
営 業 利 益 793,218
営 業 外 収 益

受 取 利 息 7,398
受 取 配 当 金 10
受 取 手 数 料 2,239
会 費 収 入 6,679
助 成 金 収 入 1,980
そ の 他 1,122 19,430

営 業 外 費 用
支 払 利 息 218,121
社 債 利 息 1,810
支 払 手 数 料 97,995
そ の 他 4,609 322,536

経 常 利 益 490,112
特 別 損 失

減 損 損 失 992 992
税 引 前 当 期 純 利 益 489,119
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 184,784
法 人 税 等 調 整 額 △17,264 167,520
当 期 純 利 益 321,599

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2026年４月24日
株式会社アズ企画設計
取締役会 御中

RSM清和監査法人
東京事務所
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 小 菅 義 郎
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 髙 橋 仁

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社アズ企画設計の2025年３月１日から

2026年２月28日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結
株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社アズ企画設計及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び
損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される
規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の
責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断して
いる。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人

はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
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連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ
の他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注
意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに

ある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
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・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報
告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類
の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連
結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関
する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部

統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応
策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合
はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2026年４月24日
株式会社アズ企画設計
取締役会 御中

RSM清和監査法人
東京事務所
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 小 菅 義 郎
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 髙 橋 仁

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社アズ企画設計の2025年３月１日

から2026年２月28日までの第37期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規
定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい
る。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は

その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その

他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
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当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに

ある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。
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・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部

統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応
策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためにセーフガードを適用している場合
はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告
監 査 報 告 書

当監査等委員会は、2025年３月１日から2026年２月28日までの第37期事業年度の取締役の職務の執
行を監査いたしました。その方法及び結果について以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の
内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人
等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表
明するとともに、下記の方法で監査を実施いたしました。

①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、内部監査室と連携のうえ、重要な会議に
出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を
求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しま
した。
また、子会社については、子会社の取締役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会
社から事業の報告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備し
ている旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度にかかる事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対
照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
⑴ 事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。

③内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ
ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認めら
れません。

⑵ 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人RSM清和監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶ 連結計算書類の監査結果
会計監査人RSM清和監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年5月1日
株式会社アズ企画設計 監査等委員会

常勤監査等委員 北 山 一 博 ㊞
監 査 等 委 員
（社外取締役） 大 山 亨 ㊞
監 査 等 委 員
（社外取締役） 松原有里枝 ㊞
監 査 等 委 員
（社外取締役） 飯 塚 健 ㊞
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会場：東京都千代田区丸の内二丁目５番２号 三菱ビル10階
コンファレンススクエアエムプラス「ミドル１＋２」
TEL 03-3282-7777

交通 ＪＲ
「東京駅」（丸の内南口） …………………………………………………徒歩約３分
京葉線「東京駅」10番出口より直結
地下鉄
東京メトロ千代田線「二重橋前駅」４番出口 …………………………徒歩約２分
東京メトロ丸ノ内線「東京駅」地下道経由 ……………………………徒歩約３分
都営三田線「大手町駅」Ｄ１出口 ………………………………………徒歩約４分
東京メトロ東西線「大手町駅」Ｂ１出口 ………………………………徒歩約６分
※駐車場のご用意はいたしておりません。お車でのご来場はご遠慮ください。
※ご出席の株主様へのお土産のご用意はございません。
何卒ご理解くださいますようお願い申しあげます。
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